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現代企業の分析指標

一一企業分析方法論の研究 (3トー

野村秀和

はしがき

現代独占企業分析の研究は，前稿までの基礎的研究の上にいよいよ本稿で分

析対象企業そのものの資料を直接吟味することになる。非財務資料の重要性を

強調しながらも結局，財務諸表分析に落ちつく通説とは別に，我々が有価証

券報告書資料を重視するのは，それが個別資本の実体をそのまま反映している

からではなくて，企業が公表するものはそれしか無いからである。とくに批判

的分析では，資料提供者の立場を考慮すると，我々は資料公開を要求しながb

ふ現行の公表資料を有効で科学的に利用する以外にない。前稿では，我々は

企業分析を財務諸表分析から解放することにより，その科学性を追求してきた

のであるが， 本稿では逆に有価証券報告書総覧の資料〈必ずしも会計計数資料。

みに限定きれない〉を，企業の分析指標として， どこまで利用が可能であるか，

またその利用はどのようにすべ雪なのか，について論述するこIcにLょう。

すでに述べたとおり，公表会計資料はその計算制度上の合法的虚構性と計算

単位(企業〕という私的所有としての法的単位からくる限界によって，個別資本

の企業単位の経営活動の実体さえも正確に反映するものではない。だが， ζれ

は，そこで公表された会計資料の一切がまったくでたらめであるということで

はない。もし，公表資料のすべてが虚偽であり，それが誰れの目にもはっきり

わかるようなものならば，決算公表制度はその社会的・経済的意義を失うであ

ろう。公表効果は公表資料の「真実」性によってはじめて成立しうる。したが

って公表会計資料は資本運動の部分的ー側面を一定程度反映したものでなけれ
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ばならず，またそれが公表資料の説得性を強め，公表効果をもたらすことにな

るのである。擬制資本〈在券〕市場の成tとそこでの資本集中が，独占にとって

ますます重要になればなるほど，会計決算の公表効果は不可欠となる。そして

そζでは，計算制度上の合法的虚構性(逆粉飾〕と同時に資本運動の実体の部分

的ー側面の「反映」という，もうーつの要素が同時に含まれていなりればなら

ない。我々が公表資料の科学的利用を主張する根拠は，こうした内容に基つい

ているのである。

企業分析で公表資料=有価証券報告書を利用するばあい，そのままでは利用

しにくい。そ ζで分析の問題意識や重点により，分析の具体的内容はさまざま

に変化しょうが，その前にどうしても基本的整理として，財務諸表を利用しや

すいようにしておかなければならない。これは貸借対照表や損益計算書を大項

目ごとの構成比率で示すいわゆる百分比財務諸表と，也Rになる時期を定め，

現在までの項目伸び率を指数で示す趨勢表示財務諸表の 2つで，ごく初歩的な

通説の分析技術でもある。問題意識によっては，大項目をさらに特定項目に細

分することもある。例えば，有形固定資産中の機械設備や蛍業外費用の支払利

息・割引料などを内数表不するといったことである。また起点となる年度の確

定も分析企業の実態により適当に判断しなければならない。そのばあい，途中

での会計処理の変更の有無〔法改正などに上る〉も考慮、されねばならないc これ

らは企業分析にお竹る有価証券資料利用の予備手続に他ならない。

I 損益計算の意義と限界

会計計数の利用にあたって，会計理論の主流を占める動態論の理論的限界に

ついても触れておく必要があろう。支配的通説とみなされる会計理論は期間損

益計算に重点をおいた動態理論である。そこでは費用・収益の期間的対応を内

容とする損益計算により入手された各種の利益概念により，資本の効率が測定

される。しかし，資本の効率が良好とみられる黒字企業の倒産といった新しい

事態が出現してくると，損益計算理論による経営成績把握は，はたして正確で
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あるのかどうかの疑問がでてくる。もちろん同時に，一時点の貸昔対照表によ

る財務健全比率についても同様の疑問が発生する。通説はこうした事態に対し

「資金理論」なる新しい論理でもって対処し上うとしている。そこでは損益計

算による経営成績把握と資金計画による資本循環の連続性維持の両者が必要と

主張される。そして，そうした資令計画の指標として.ほとんど実用的には使

われない「費用・収益適合率J"なる概念を提起したこともあった。

資金理論の拍頭に示される新しい現象は，すでに述べてきた「企業」単位計

算カち個別独占体の人為的分割単位として意識的に適用されてきた結果の反映

とみられるのである由主 こうした諸関係について， もう少し理論的に立ち入っ

て分析しておこう。一般に，勘定足って銭足らずといわれる黒字倒産現象は，

アウトサイダー企業が独占に庄殺されるばあいの他，コ γツヱルY傘下の企業

でも，将来の競争関係からみて犠牲を労働者や下請中小企業に押しつけること

が可能なばあいや， ζれ以上損失を累積しないためには，ためらうことなく当

該企業の倒産そして新会社の設立にふみきるであろう。もちろん他のさまざま

な事情が考慮されての後の意志決定であることはいうまでもない。この意味で

は，一種。計画倒産的性格をもっιともある tあろう。

もちろん， ここまでいかなくても，言|算単位である企業に資金計算を課する

意味は，従来の損益計算による期間損益指標や一時点での財務健全性比率だげ

では，独占体の必要とする管理統制が十分果されないからであるロ個別資本の

運動は，いうまでもなし資本循環の連続性土して捉えられ石。これらは単純

な再生産軌道としては，それぞれの産業部門ごとに存在する当該産業関連企業

グループを 1つの循環単位〔生産力単位)としていることはすでに前稿で述べた。

1) 通産省産業合理化審議会答申「経営方針遂行のための利益計画」昭和31年7月。
δは費用恥益適合準
3は収益
Cは費用
1 . 2の添字は第1月，第2月を示す

ゐ=号
よ式の δ2は1のときも. 1よりよきいときも，また小さいときもあり，そのいずれがよいとは
一概にし、えなし、とあるため，流動比率のように簡単に使えなレのである。
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ζれに対し，企業を単位として行なわれる損益計算や資金計算は，企業を資本

とみなす虚構的な循環を表現しているにすぎない。とくに，収益・費用で捉え

られる損益計算は，計算上の差額概念を利益とするだけで，資本循環上の現物

補填的な連続性から換言すれば企業の単純な再生産軌道から遊離することので

きる流動的な貨幣財主しての利益の存在を必ずしも意味するものではない。再

生産は価値的対応と素材的対応をその内容とする。損益計算はいうならば経済

学でいう価値的対応に類似する計算的対応とその結果の計算上の差額としての

利益測定にすぎない。したがってさらに素材的対応を意味する現物財と貨幣財

との循環の連続性が，資本の性格による回転速度の差異と受授信用の時間差異

(回収と支払の期限差〕を考慮にいれて，維持される必要がある。これが資金理論

を現実に必要とした本質であろう。ただ乙こでも注意されねばならないことは，

企業は個別資本ではないことである。したがって，現実には，計算単位である

企業の資金計画は企業の所有する財産すなわち会計上公表される企業資本だけ

で計画されるのではない。コンツエノレγ所属の企業は，企業自身の内部では資

金不足であっても，所属コンツエノレYの金融機関から一時的追加融資を受ける

ことが出来れば，現実の資本循環の連続性は保証されるり己ある。こ乙には企

業単位で計算される資金計画の虚構性が如実に示されている。しかしそれは虚

構性を示すものではあるが，同時に，企業単位で行なわれるこうした計算が，

損益計算と共に経営「合理化」や将来「計画」の管理統制j指標として使用され

る意義をいきさかも弱めはしないであろう o

さらに，会計的表示や処理の限界を意識的に利用している新L，、形態につい

ても， ここで若干触れておこう。その第ーは「リース|企業の問題である。

「リ スは，一般的な不動産の賃貸借から，企業活動における生産・加工・包

装・運搬・管理に必要なー舷産業機械，事務機器，設備などの動産を対象とし

たエクイプメント・リース (EquipmentLea問機械・設備リース)へと伸展

【この〕機能が，企業にとって設備調達の新しい方法であることがはっきり認

識され，ユニークな形態の賃貸借J"と規定される。これは生産手段の賃貸借と
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いう「物融」形態のために所有権の移転がなししたがっτ貸借対照表上，資

産・負債に計上きれない。この結果，安定性比率を悪化きぜるこ色なし資金

力を強める融資効果をもち， きらに事実上の早期償却を実現し，過剰設備の防

壁にも役立つといわれている。生産資本の中心である固定資本が，現実にそれ

を稼動させ利潤を獲得している企業の貸借対照表上には表示されないというこ

の事実は，財務諸表分析における会計的表現の虚構性を強〈印象づけるものの

1つであろう。

第 2の問題に移ろう。現実の資本運動が企業集団の活動として把握されれば

されるほど，それに対応した通説の論理や制度の整備が必要となる。これが連

結財務諸表の問題旬である。 しかし， 連結もし〈は添附を要する子会社は， 50 

%超の株式取得という形式的条件で確認し，さらに連結意見書では具質的営業

分野の企業は除外し，証取法改正による添附では「重要な」子会社だけに限定

している点に注意しなければならない。確かに従来の公表制度からみれば一定

の前進だが，これで資本運動の実態を反映できるとみるのは，連結における会

計計算処理白内容に立ち入るまでもなく，理論的にも，現実的にも無理がある

といわな円ればならない。逆に，連結のばあいには，資本のねらいである連結

企業間取引の「内部利益」に対する課税免除のメリットこそが貫徹され， 寸ソ

グロマリヅト化や当該産業関連企業グノレーフ固などにみる企業集団としての資

本蓄積の実態を公表資料に反映させよう主する善意の意図が逆用されてしま

ーつ。

2) 宮内義彦「リース白知識J (日経士庫〕昭和45年， 12買.
3) お蔵省企業会計審議会は，すでに昭和12午 5月19日に「連結財務諸表に関する意主主書」を答申
した。現在，商法改正と並行して，同審議会は「連結財務諸表の制度化」についての大蔵大臣諮
問を受けており， 1972牛には害申が出されるもようである。そして 1年オ品、てユ974年度より実施
の公算が強い。そしてそれまで白暫定措置として「重要なる子会社」の財務諸表の添付制度が，
証券取引法改IE(1971 . 7施行〉によって成立した。なお 省令による「子会社Jとは 「当該
有価証券報告書提出会社に発行済株式総数の2分の 1をこえる株式を所有されている会社」をい
い， r重要な子会社」とは「子会社のうち資産の総額又は売上高の総額が少額く全体に占める比
率が100:庁の15以下の範囲に含まれる会社を意味する一一一通達〉であるニとそ白他大蔵大臣の定
める事情により，そり財政状態及び経営成績が当該有価証券報告書提出会社の財政状趨及び経営
成績に重要な影響を与えていないと認められるも白以外のもの」とされている。
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11 個別企業の資本の性格

企業分析指揮吟味の出発点は，当該企業の資本としての性格をめぐる分析指

標の確定から始まる。いうまでもな<，独占段階での個別資本の典型的な存在

形態はコ γツヱノレYである。したがって，明らかにすべき内容は，コ γツェノレ

ンとの関係主示す系列指標とその吟味および系列内での位置の史的経過をふま

えた現状把握である。コンツェルYの中心的拠点企業のばあいには，系列指標

の評価に迷うことはまず無い。資本源泉としての資本金出資者別比率〔株主の

持株比率)，他人資本提供者別比率〈短期・長期の借入先比率)，役員の人的結合等，

基本的な指標はすべて特定コンツェルンとの結合関係を強〈示すはずだからで

ある。もちろん，中立的金融機関(国家機関を含む〕資金や他系列金融機関の利

用と自己金融も相当程度みられるであろう。

むしろ問題なのは，当該企業が必ずしも特定コンツェルンの明確な拠点企業

でないときの系列指標の選択と評凹の困難性である。従来の通説的指標は， こ

り点、すべて資本金すなわち株式の取得比率で評価してきた。いわし子会社=

株式の5日%超の実質的取得，関係会社二子会社および株式の1日%超り取得で事

業活動の主要部分について継続的で緊密な関係を維持することで支配している

ものぺである。 しかし， 発行済株式に対する取得者=株主の性格だけで，当

該企業の資本としての性格を単純に規定してしまうことは理論的にも実際的に

も無理がある。確かに企業の支配権が争われるばあいには，最終的には株式

の50%超取得が法的な条件となる。そしてこれは， 自己資本比率の低いわが国

企業の資本構造からみると，独占体の支配力が比較的少額の資金力で貫徹でき

る条件でもあるが，しかしこうした株式の取得争いによる乗っ取りの事態の発

生は例外的で，むしろそれまでに決着はついていよう。何故なら，他人資本の

比率が量的にも質的にも強いために，そこでの従来までの関係を無視して，株

主構成のみでその性格を速断するのは，系列に入った同族会社を例示するまで

4) 財務諸表規則第8条第3項毒照。
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もなく，無理があろう。

通常の生産と資本の集中的拡大は，

借入→技術革新的設備投資→超過利潤→配当率・内部留保上昇→株価上昇

→増資一寸昔入金返済・新規借入祥h大
というバタ Yがみられるが，超過利潤獲得のための投資タイミングとまとま

った金額の動員は，所属独占体の金融機関からの長期借入に頼らざるをえない。

これは他人資本である借入金こそが「自己資本」であり，増資による自己資本

こそがその「他人資本」への振替であることを如実に示している。したがって，

新鋭の設備投資資金の基本的な依存先がこのばあいとくに重要な意味をもつの

である。さらに，技術・原料・販路の依存関係ふばあいによ。ては支配の決

定的な意味をもつことがある。したがって，持株比率に関係のない支配関係が

かなりの程度存在する ζ とを絶えず念頭においておかなけれぽならなL、。

もちろん，持株比率に関係のない支配を強調するあまり，持株による支配を

軽視したり，無視することは誤りであろう。とくに最近の資本自由化や，また，

機関株主の増大傾向をみるとき弓海外を含む企業集団の株式取得についての

認識は，他人資本部分の入替能力をもっ国際的コ Yツ民ノレ Yの動きを中心に，

不可欠となるであろう。

以上からも，当該企業の社史は，その企業の創立時の経緯から現在にいたる

までの企業グループの中での位置や人的結合関係についての詳細な資料であり，

5) 昭和出年の「証券民主化」をピ クとして，個人の持株比率。減少左法人とくに金融機関白持
株比率田上昇が目立つ仁子宮s"表参照。

所有者別株数分布状況(一部上場会社(%)

|昭却| 旦| 33l 44l 

政府地方公掴体I8.3 I 2 8 I 0.3 I 0.2 
人間 |386128115031585

〈内〉金融機 11. 1 I 9.9 I 22.4 I 33.7 

個
(内7外国人 ー 0.3 I 0.2 

ムロ 計 l凹 |100 I 田 I1叩
大蔵省，株式分布状況調査「証券局年報」による。



8 (84) 第 109巻第2号

資本の性格を知るための貴重な資料となろう。それに加えて，特定コソツェノレ

γEの関係が希薄で，複数のコ Y ツR ノレYt意識的に関係をもも，相対的独自

性を追求する有力企業などもありにれらり中には，当該業界でのトップ企業D位

置にあり I申立的」に業界を代表し， したがって業界における資本全体の立場を代弁

する企業も多い。例えば，鉄鋼一新日鉄，乳業雪印乳業，証券←野村証券，生保一日

本生命など)， こうした複雑で具体的実態を企業次元で十分に明らかにしなけれ

ばならなし、。

III 企業における蓄積指標

1 成長指標

独占企業の成長なり，そのj順位についての指標はいくつもあるが，その代表

的なものfi，フォーチュン誌にみる売上高による順位であろう。さらに貸借対

照表の合計額を総資本として，それの比較順位なり，伸び率をみる方法も多い。

これらは批判的分析にも用いられている。しかし，売上高や総資本による順位

もしくは伸び率の比較は， 同一産業内 Eの比較であるならまだしも(これでも

問題は残る)，異産業部門間の企業比較ではまった〈問題にならない3 通説自身

が指摘するように，金融業などでは売よ高自体が求められない。また，商事部

門と製造部門とでは比較の基準が異なるし，製造部門でも，資本集約的〈第1

部門に多い)な分野と労働集約的〈第2部門に多しうな分野とでは同列に論ずる ζ

とはできない。したがって，通説においても 1つの指標ではな<，複数の指

標をとり，分析者にその評価をまかせることがある。その例として，東洋経済

新報の「全国 1部上場企業の会社番付表」の指標をみると，総資産，資本金，

有形固定資産，従業員数，売上高，純利益，配当率，輸出比率の 8項目をとっ

ているぺ要するに， 具産業部門間の企業成長比較を行なうことは，そう簡単

の 週刊東洋経済臨時増刊「経済統計年鑑」昭和46年版， 3印6号，302-3"頁。 なお， 45-年版での指
標は，総資産，自己資本，資本金，借入金，売よ高，純利益，総資本純利益率，売上高純利益車，
自己資本比率，配当率，従業員数，輸出額，広告費，史際費，研究費，社有土地面積の16項目で
あっ7こ。
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なことではないのである。

同一産業部門内での企業成長比較においても，販売部門中技術開発部門など

を別会社として分離独立させているか，事業部Eして企業内にとどめているか，

また，製造過程のうち下請専業化による分離の度合いなどによって，上記の8

項目や付加価i直などは必ずしも正確な順位指標の意味を有するとはいい難い。

ここでは少なくとも当該産業関連企業グノレ プを 1つの単位として分析指標が

求められねばならない。当該企業の成長趨勢をみるばあい，企業内の部門が法

的に分離独立したような事実や会計処理の変更の有無など，さらに，技術革新

やイ γ フレなども考慮に入れて，はじめて各項目の伸び率が1つの尺度として

評価されることになる。そしてこうした考慮を払わない数値はほとんど意味を

もたない。しかしこのばあいでも， どの項目も同じ意味をもつのではない。資

産の中には計算制度上計上される架空資産と実体資本とがある。もちろんここ

でも実体資本は必ずしも稼動資本のすべてでなく，稼動資本もまた企業所有り

ものに限らない。ところで，架空資産り代表的なものは繰延勘定である。これ

の増大は企業の成長指標とはいえない。乙の他に不良在庫や異常な遊休設備，

未償却の陳腐化資産など経営管理者や担当従業員でないとつかめないような非

稼動資本もある。

次に，実体資本の中心で一般的に生産自集積・集中の指標となるのは，生産

子段としての有形固定資産である。土地，建設仮勘定を除〈部分は，企業成長

の骨格をなすとみられる。もちろん産業部門の差異が，これのもつ意味にかな

りのちがいを与えようが，やはり成長指標の中心であることにはまちがし、ない。

しかしこのはあいでも有形固定資産の帳簿価額か取得価額のいずれを指標と

するかによって，その計数にかなりのちがし、をみせるであろう o 独占利潤を入

手でき，したがっ℃減価償却を過大に計上しうる独占企業では，帳簿価額によ

る伸び率は表面上低〈示され，逆に，償却不十分な経営困難な企業が伸び率が

高〈表示されることになりかねない。有形固定資産の取得価額は，一応，決算

時点の生産能力を貨幣的に示すものとみられるので，取得価額のほうが生産設
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備の能力反映として近いといえよう。この意味で帳簿価額よりも取得価額指標

を採るのである。なお， リースなどに上る賃借中の設備や逆に子会社などに貸

与してい芯設備なども考慮に入れなければならないの

しかし，これだけではまだ不十分である。生産設備は能カを高めると同時に

技術革新によりその取得コストを下げる傾向がある。したがって能力上昇の割

りには価額の伸びを示さず，しかも労働者の負担は増大している。このような

経験的事実を数値として反映させるには，価額指標よりも当該生産設備のキャ

パシティ の増大と直接工との比率などの物量指標を求めなければならない。

また，製品価額や操業度を考慮に入れた上で，生産高や売上高と労働者数の推

移すなわち従業員1人当り生産高や売上高を成長指標とすることも，これの別

の表現形態とみることができょう。

さらに，独占段階では，企業集団としての蓄積が問題とされる。それを個別

企業次元でみると，主として投資勘定の増大となって表われるが，この投資勘

定は低価主義評価によっ亡計上されている点に注意する必要がある。実際の信

用取引膨脹の土台は，企業所有の土地と有価証券の評価額「上昇」に基礎をお

いているのであるが，会計的表現の計上額はきわめて低いのが特徴である。そ

して，それにもかかわらず，その伸びが，率としても額としても大きい点に注

目しなければならない。そしてとうした諸点は，競争関係を明らかにし，当該

企業の位置を確認するためにも，以下にみる諸指標のばあいも含めて，同一産

業部門内での競争企業，同一規模企業，産業平均および全産業平均などの指標

との比較を欠かせないのである。

2 労働指標

批判的分析の 1つの成果は，労働諸指標の確立である"とされ，実際の分析に

おいても，搾取・収奪の指標について，その実態を数値的に把握する努力が行

なわれてきた。しかしそれにもかかわらず，労働諸指標はまだまだ問題をかか

えているように思われる。ところで，すでに先学が指摘している代表的な労働

7) シンポジウム「経世分析の成果と今桂の課題J(上)， r経済J1971年9月号， 216頁@
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第 i表

1 従業員 l人当リ売上高〈生産高〉

2 従業員 1人当リ諸利益

3 従業員1人当り付加価値

(187) 11 

諸指標は第1表"fこ示すとおり

であるU しかし，これらの諸指

標は，労働者の実態をrこまで

数値的に反映しているといえる

のであろうか。ここでの従業員

は全従業員を意味している。し

たがって 1人当り指標は期間比

4 従業員 1人当り有形固定資産(労働装備率〉

5 従業員1人当り退職給与引当金

6 売上総冴j益対労務費比率

7 営業利益対人件費

8 平均賃金，直間比率

較上の趨勢的傾向を示すだけで 角瀬，君塚，敷田，中山，山口共著「労働組合の経
営分析」昭和46年3月，

ある(この意味で，すでに述べた

成長指標に含めたのである〕。 したがって， 労働者の状態の経営比較や期間比較

を実態に一歩近づけるためには，売上高には販売従業員を，生産高，生産設備

には製造部門従業員というように限定して 1人当り指標を確定していかな汁

ればならない。

売上総利益対労務費比率は，一般に搾取率=剰余価値率といわれる指標 Cあ

る。しかし，剰余価値率なる概念は，マクロ的な関係の中で成立するものであ

って，個別企業の計数内で言|算できるものではない。まして，独占段階におけ

る独占価格や下請外注利用を考慮するならば，企業単位でのこの指標の使用は

ためらわざるをえなし、。その点で，これを搾取率ではな< ，擬似搾取本J"とこ

とわって使用している苦心のfl'もある。

賃金についても，有側面E券報告書に示されている平均賃金が意味をもたない

ことはいうまでもない。一定の実力を有する労働組合は，原則として悉皆の賃

金実態調査〔性・年齢・学歴・勤続・職種別)を毎年実施している。また，賃金要

求案作成のためのア Yケート調査も併用していよう o 賃金制度やその具体的実

態は，こうした調査を抜きに語ることはできない。さらに平均賃金額とは，一般

に，全労働者の過半数以上から 3分の2ちかくが，それ以下だとし、う事実の反

8) 1 ヶ月まえの昭和46年 2 月に，第 3~ 従業員 1 人当り付加価値を除< 7指標がすでに示されて
レる。独占分析研究会編「日本の独占企業:J5の補論経営分析の方法5，470--4頁参照。
9) 独占分析研究会編「日本の独占企業J2， 197C年， 日本石油の分析， 166頁参照.



12 (188) 第 109巻第2号

映であることをp 肌で感ずることが大切であろうυ ここに，統計上の平均数値

と実感色のずれを科学的にどう認識するかの問題がある。また.1IiU度主しての

職務給や査定部分，諸手当の種類と内容，とくに残業を規制されている女子・

年少労働者が支払額は労働基準法の制限を遵守しながら，実働時間はそれを上

廻る乙となど，現場の芦を聞かずして実態を捉えることはできないであろう。

また，週休2日制などの時間短縮についても，運動の経過と生産性向上など

を条件として実施にふみきった会社側の対応を正確に把握しないと一面的な評

価になることもある。さらに，雇用条件による差別化は，臨時工・アルバイト

・パートの増大の中ではとくに重要で，本工しか組合加入を認めていないとこ

ろでは， この内容は組合の資料からも脱落していることがある。下請・従属会

社の労働者の実態についても，同様に注意が払われなければならない。次に，

職制1人当り従業員数などの指標を含む職場内での管理機構の現状についても，

会社側の職制利用の方針をふまえて把握される必要があろう。そしてこれらは，

労働組合の方針・総括および当面の対決点との関係で整理され，要求実現の運

動史とともに現段階の水準として把橿きれなければならない。

最後に，どう Lても不可欠な問題は，職業病，労働災害についての指標確立

である。災害件数などの実数表示から開業種間比較や発生率，職業病の内容と

J躍病率および企業側の安全対策，定期検査制度とそれに対する労働者側の要求

とその実現度など，これは労働者の職場における権利指標でもある。

3 製造過程をめぐる指標

製造過程における代表的な指標は，すでに若干の問題点について述べた「擬

似搾取率J 寄鑓益であろう。問題点をもう少し深めておこう。 まず，労

務費は人件費一般でなく，生産的労働者に要費Lた当期人件費部分である。そ

れに対して分子にくる売上総利益は，たとえその計数評価が正しいとしても，

必ずしも当期製造の剰余価値を示すものではない。何故なら，製造額と販売額

は一致するとは限らず Lたがって，製品在庫の変動があれば，在庫変動分の

中に含まれる剰余価値が無視されるからである。したがって，マクロ概念をミ
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クロの数値で計量する問題 独占価格に関する問題，製造下請化の問題そして

剰余価値の期間計上のずれの問題左いう 4点の制約があることを認識しておか

なければならない。

次に，とくに1960年代後半以後顕著にみられる科学技術革命の問題町である。

巨大化，大量化日省力化の3つの柱が電子計算機で統合きれ，総合的オートメ

ーショ Yとして登場する。これは材料革命や物流革命を伴いながら，生産の社

会化を強度にすすめた。そしてこの結果，産業の部門別構造や地域経済に大き

な影響と変化を及ぼし，また腐朽性の現象である公害を惹起した。こうした科

学技術革命の質的把握は，現場での具体的検証に裏づけられながら指標として

も把握されなければならない。技術導入の歴史と内容，それに基づく工場新設

とその設備内容と生産能力およびそれが労働者にいかなる影響を与えているか

などが問題の核心である。これを傍証するものとLて，すでに述べた有形固定

資産とくに機械設備の指標の他に建設仮勘定の毎期の積み増し額の推移なども

必要な資料となろう。同時に，金額指標のみならず，台数やキヤバγ ティなど

物量指標も重視すべきである。

乙うした技術草新の導入と対象的に，他の極である下請・外注干IJ用の実態が，

資料入手の困難は残る由主きわめて重要な内容として位置づけられるu このば

あし、外注加工費などという都合の良い勘定科目は姿を消しつつあるし，また

その全容を示すものでもない。むしろ実態は，労働集約的でしかも重量運搬与

危険作業，深夜勤務など過酷な作業条件の自防士が下請や外注に廻わされる傾向

にある。そしてこれらの支出は，運搬費などの支払経費勘定に含められている

のである。したがって，こうした実態や推定数値は，管理者を除いて現場に通

暁する以外につかむことは不可能であろう。下請・外注の労働者の状態は，企

業内のパート 7，レパイト，臨時工など単純で過酷な作業条件に配置され，消

粍品としてしか扱われない労働力の現状とともに，と〈に注意きれなければな

らない。しかし，労働運動の現状では， この層の労働条件、労働災害や職業病

10) 中村静治「技指革新と日本経済J1971牢弘第l章第2節参照。
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のデ タ確保ーはきわめて不十分であり，漸〈対策が問題にされ始めたところで

あるn また， 大量手序方式をとる作業の下請管理の 1つ左して， 納品管理を

「効率的」に Lたがって下請への犠牲転化で実施する方法すなわち量産同期化

方式山がある。 この結果，原材料・貯蔵品の帳簿上の「在庫」は，異常なまで

に押えることができ， こうした結果が財務諸表上にも反映されて〈る。

4 流通過程をめぐる指標

個別企業の競争の焦点は，現象的には実現をめぐる流通過程に集中される。

今や，実現をめくる競争は国際舞台の中で展開され， これが資本菩稜上の勝負

どとろになっている。売上高自体の数字は，その絶対額とともに伸び率も重要

な指標となるが，産業部門の性格によって正しく評価される必要がある o すな

わち製品はそれが消費財であるか，生産財であるかによって，流通過程の意味

に大きなちがい、をもっ。一般に消費財のばあいには，マーケティ:/!fがポイン

卜になるため，独占指標は，高度な生産技術を基礎に独自の販売ノレートと販売

広網の確立に依存する。また，量販J古の効果的な利用なども併用して押し込み

販売を強化する。そこではリベート，値引，景品にはじまり，さまざまな販売

府対策が実施され，不況期には全員七 ノレス白スロ ガ Yが繰り返される。近

代化のスロ ガ Y としての「中間商人排除」が，かえって独占の消費者支配を

強める手段kきれている点も見落されではならない。さらに広告費，交際費と

いった資本主義の腐朽を示す浪費的支出が， ここでは重要な意味をもっ。そし

てとくにマスコミを利用しての流行や新しい需要「創造|の力を署揮し，ぞれ

が国民の消費生活をゆがめていることにも注意しなければならない。生産財で

は，同系列内および国家・自治体受注の内容が問題となる。基本的には注文生

産が多いために，受注競争という形態をとり，いわゆるマーケティングは表面

化しない。しかし系列間取引の実態や国家の政治経済政策との強いゆ着を重視

すべきである。

次に，売上との関係で製品在庫管理の効率をみる製品回転率指標があるが，

ll) 敷田礼二「管理会計批判J1965年，第2部第3章第 3節第4項幸晴」
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在庫の増減理由が正常か異常かの判断によって評価は大きく左右される。売上

や総資産の伸びに対する製品在庫の伸びの指標が，当該業界の先行き考慮をふ

まえてこれに加わり，製品在庫管理の計数的評価がえられよう。販売部門を別

会社として独立させているばあいも多いので，そうした諾関係を正確に把握し

た上で資料をとる必要がある。さらに，とくに関心が強ししかし資料的に立

証のきわめて困難なものに，製品原価と価額〈売価〉がある。単品製造でもない

限り，決算書からの原価算定はむつかしい。しかし企業内部では，それぞれの

製品原価は計算されている。多品種製造での製品別効率をみるには，原価と売

価及び需要予測の関係以外にないが， これは単品製造よりも把握困難になろう。

したがって，実際上の指標とLては製品構成比率の利用から出発しなければな

らない。これは一般に，売上高に対する構成比率となっているが，それと共に，

物量主主準によるものも必要である。さらに，原材料費の占める金額が大きいと

きには，むしろ付加困値もしくは労務費による構成比率をとらないと現場の感

覚とずれることになるロいうまでもなく，製品構成比率はその趨勢変化の分析

こそ古当ポイントである。

流通過程をみるば品川販売の他に購入も大きな意球をもっているロとくに

わが国の特殊性として，海外に依存する原料資源の問題ほ，技術と並んで不可

欠である。購入先とその困の安定度，価格および輸送条件は最少限必要な資料

であろうの

最後に，売上に占める輸出の比率と品種，国別の金額および相手企業の系列

などが，自由化の現状と国際的な競争環境のもとでは不可欠な指標である。

5 財務・信用過程をめぐる指標

われわれの分析の特徴の 1つは，いわゆる利益率指標を採用していないこと

にあるが，その理由は， 会計上の期間公表利益〔率〕は計算制度上の数値であ

って，決算政策に左右されることはあっても，資本運動の実態の直接的反映で

はないからである。個別独占体を構成する企業は，その会計計算の結果によっ

て，課税，配当，信用授受などに関して強い影響を受ける。そして通常は， ζ
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の影響を資本蓄積 k有利に活用することを意識して決算が行たわれるのである

が，われわれはこの意味でこれを決算公表効果と称してきた。したがって，わ

れわれが会計上の公表利益分析を研究対象とするばあい，それを現実の利潤そ

のものの分析とみるのではなし公表利益により企業の決算公表効果の意図す

るものの分析を通じて，資本運動の実態にアプローチするのだというべきであ

ろう。

一般に，公表利益の過少計上による資本蓄積の迫求が決算政策の本質である

が，それは株価安定のため一定の配当率維持の利益計上と共存するc そのため

税金も払うし，賃金アップ要求も極端に押えることはむつかしい。また競争企

業の利益水準=配当率も考慮しなければならない。この調整が決算政策である。

そしてこのために，いわゆる引当金制度などが活用されているのである。弱小

企業の粉飾(俵空売上など〕はこの裏がえしでもある。とくに独占企業のばあい

には，最大限の利益過少計上を行ない，制度上合法的な引当金積み増し，特別

償却を含む資産償却，繰延勘定償却，資産の低評価維持などの処理手続が採用

されているのは常識である。 したがって， こうした会計制度上の企業内留保

(自己金融の lつり形態〉の計数は正確に把握されねばならず， これと区分表示さ

れた種々の公表利益との対比は，当該企業の決算政策を判断する上で貴重な資

料である。また，会計上は費用とされ主として系列他企業へ移転される利潤部

分(利潤の費用化現象〕についても，技術料，特許権使用料などは技術独占によ

る利潤移転であるし，設備賃借料などは総資産には表示されない物融による利

潤移転額であるし，寄付や交際費の中には利潤処分の内容が含まれていること

に留意しなければならない。こうした諸点をふまえないと，企業資本といわれ

る資産(会計上，企業所有財に限定される)の資本効率も正確とはいえないであろ

う。さらに，こうした効率分析につけ加えて I独占資本そのものの蓄積の高

さ，その『絶対量』の大きさをしめすi2)指標が必要である。売上高， 有形固

定資産，公表利益などの絶対額数値を欠いては，資本蓄積上の構造的，質的性

12) 戸田慎太郎， F巨大担占』資本の蓄積法則， I経済J1970年 1月号， 250頁.
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格は分析できないであろう。また，企業における資本集中の指標としては，内

訳も含む貸方合計額が一応の意味をもとう o これは，大衆資金，系列内資金，

系列外資金，内部留保資金などの源泉に区分されて，その推移を含めて把握さ

れねばならない。これは資本集中・集積の企業次元での源泉指標である。なお，

貸方計上されないリーλ設備などの物融もこれに含めるべきであろう。

次に信用過程は流通信用と資本信用に分けて分析しよう o 流通〔商業〉信用は

企業聞の信用による商品取引である。これは売掛金，受取手形と買掛金，支払

手形として貸借対伊表に計上されている。これらの数値は，決算時点の金額で

あること，さらに，回収と支払の期間の長さを考慮しなければならない。通説

の安全比率は，当座比率100%以上，流動比率2日日%以上を要求するが， これの

理論的欠陥は回収と支払の速度を同じとみている点にある。独占段階における

独占と非独占の支配関係は，そりー側面としてく独占企業では〉企業間流通信

用におけるく早期〉回収と支払〈延期〉の速度の差すなわち売掛債権と仕入債

務のアンバラ:/?，として現象する。したがって有力企業も，当座比率・流動比

率の「悪イ七」を示すことがあるが， ζれは不健全性を示すのではなし逆に，

流通信用差額を企業の自由に処理しうる資金として活用しているととを示すも

のである。そしてとの差額は，事実上，流通信用により企業に与えられた追加

的資本集中額といえよう。

固定負債の中の長期借入金や社債は資本信用の中心である。このばあいこれ

らの資金提供先，その条件および資金の使途については十分な調査が必要であ

る。企業の資本成長ひいては個別独占体の成長戦略が，この指標の背後にある

とみられるからである。もちろん， こうした「金融」による資本信用の他に，

すでに述べた会計的表現からは外される「物融」の資本信用。ース設備〉が考

慮されなければならない。

さらに短期受信(短期昔入金や手形割引〕は， 資金計画の面から重要性をもつ

ことがあるので注意しなければならない。

そして，これら種々の資金源泉と実体資本項目の成長との関係とその推移が，



18 (194) 第1田巻第2号

明らかにされる必要があろう。

IV 腐朽性分析

周知のとおり，独占段階の重要で不可欠な特徴として腐朽也停滞性がある。

乙れを企業次元で検証する指標としては何をとるべきであろうか。腐朽・停滞

を示す最大の指標は，操業度の問題であり，不働設備の存在である。これらは

操短カノレテノレ・価格カルテノレといった産業部門ごとの特殊性に基づく事態にま

で発展することがある。 また独占価格の設定に関する「理由」づけの資料〔と

くに公益事業などのぼあしすなども入手できれば， 批判の対象としては貴重であ

ろう。

研究開発が独占体聞の競争において戦略的重要性をもってきているが，その

内容には，国民不在の資本田腐朽性が，表向きのλ ローガンとは別に見出され

る。さらに科学技術草命の新しい発展段階における生産の集積・集中の 1つの

結果が公害現象である。技術的側面にふれた公害発生の社会的経済的メカニズ

ムは，資本の腐朽退廃性を暴露する。また，有害商品・不良商品など企業の製

品の腐朽怯が国民の消費生活を破かいL，ゆがめている現状そしてそれに対す

るくらし主いのちを守る国民的運動が，公害反対闘争とも結合して前進してき

ているのであるが，そうした運動との関係で，有害・不良製品の性格とその危

険性，無効性が企業の社会的責任との関係で問題とされなければならない。と

〈に消費財産業においては， ζの分析は不可欠である。

さらに，国家・自治体に対する寄生の問題がζれに加わる。補助金，減免税

の他に工場誘致，産業振興と称する独占保護的近代化政策 Ci適者」育成り論理)

への寄生の実態が明らかにされねばならない。また，行政上の各種の監督・統

制が， 逆に企業に対する独占的権益保護や腐朽・寄生の弁護や合法化(料金値

上げ，汚染基準等)になることもある。

労働運動との関係でいえば，企業側の組合対策とその結果労働組合幹部の貴

族化，官僚化，そして組合のほうが会社側よりも労働者へのしめつけやアカ攻
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撃を積極的に分担するなどといったケースも民間大企業に多〈の事例がある。

また，H.R.がきわめて巧妙で，妾彰制度， グループ提案制度，能力の向己申

告，文体活動，社内報の重視などに、問尊重」のスローガンの下でのこの運動

は軽視できない。同時に，科学技術革命のスピード化に応じて，社内外の研修

が一段と重要な意味をもってきている。そして従業員の技術教育においてさえ，

企業共同体意識の注入に気を配るのである。そしてこれが従業員の仕事におけ

る「自発性」すなわちやる気の引き出しのための場となっている。

さらに，職場のすみずみにまでゆきわたっているアメりカ式労務管理いわく

横文字「合理化」運動 (ZD，QC， V A， IEなのは，日本的「合理化」と奇妙に

結合して外見上のスマートさをみせているが，現場の闘いは横文字も日本語も

本質は同じことを立証している。

最後に，労働者の要求を逆手にとって，持家制度，持株制度，年金制度など，

労働者の「財産形成」というみせかけで，若手中堅幹部の定着と懐柔，労働者

相互の競争，企業意識向上，従業員資金の動員などを狙った新しい厚生施策が，

とくに72年初頭よりまたもや鳴物入りで打ち山されてきた問。 こうした施策の

真の狙いも，具体的に暴露されなければならない。

おわりに

以上，現代企業の分析指標について，いろいろな視点から指摘してきたが，

問題意識や分析対象企業によって，採りあげられる指標は重点的に選別される

ことはいうまでもない。そしてそのばあいとくに留意しなければならないこと

は 1つの指標によって結論を急くJのではなく，全体的視点の中で採りあげる

べき指標の選定そレて採りあげた指標の意味，役割を正しく位置づけ，そして

その指標が提起している問題の性質を正確に理解することの重要性であろう。

さらに，労働者の現場感覚によって，指標の意味が正しく使われているかど

うかが検証されなければならない。机上の議論はときに単純で大きな誤りを犯

13) 勤労者財産形成促進法が1972年 1月1日より施行.
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すことがあるからである。

ともあれ，プノレジョア経営分析の限界正その批判的検討をふまえた上で，経

済学上の現状把握と相互関連的に現代企業の分析指標が採りあげられなければ

ならない。そして現状分析をより具体的で科学的に行なうための重要不可欠な

分野としての現代企業分析の位置づけが行なわれなければならない。そしてそ

こでの科学的方法論確立の意味は，会計数値の有効な利用すなわち会計的表現

での個別企業数値の具体的で科学的把握でもあることを認識しなければならな

い。〈完〕


